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研究要旨  
全国：腎臓病療養指導士の取得を促進し、CKD診療連携体制への参画を推進した。 
2023年12月16日に「保健師のための慢性腎臓病（CKD）対策WEBセミナー」を柏原班、岡田班、日本腎

臓病協会で共催した。その後研究班のHP上で、オンデマンド配信を行っている。 
 

北北海道ブロック：北北海道ブロック代表・地区幹事と旭川市内の腎臓病療養指導士の Web 講演会を

開催し、現在の活動状況の共有、今後療養指導士を増加させるための方策について議論した。腎臓専

門医が少ない地域においては、腎臓病療養指導士の役割は大きく、腎臓病療養指導士の活動を広く多

職種に共有し、育成の促進が必要である。 

 

東北ブロック：ブロック内各県で腎臓専門医、腎臓病療養指導士を育成し、日本腎臓学会腎臓専門医

は 3名増加し、腎臓病療養指導士 13名（看護師 4名，管理栄養士 5名，薬剤師 4名）が新たに誕生し

た。 

 

南関東ブロック：多職種連携セミナーや医療従事者向け研修会を開催した。 

 

近畿ブロック：大阪府の各市町村における特定健康診査実施率および特定保健指導実施率を調査した

ところ、保健指導実施率に大きな違いが認められた。特定保健指導は健診後の医療機関受診に関係す

るだけでなく、府民の行動変容継続にも影響があり、保健指導の有用性が明らかとなった。 

 
中国ブロック：各県で新たな腎臓病療養指導士が認定された。管理栄養士、薬剤師、看護師、保健師を
対象とした勉強会を各地で開催した。 
 

四国ブロック：高知県においては、R5年 10月 27日に高知県の東部地区を対象とする研修会で CKDの

重症化予防に関する看護師さんの講演を頂き、メディカルスタッフへの教育に努めた。 

 
九州・沖縄ブロック：九州・沖縄ブロック各県において腎臓病療養指導士を中心とした人材育成を行い、
ブロック研究会では各地域の腎臓病療養指導士などから多くの演題発表がなされ、情報共有・議論を行
った。 
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Ａ．研究目的 

本研究では、先行研究である「慢性腎臓病

(CKD)に対する全国での普及啓発の推進、地域

における診療連携体制構築を介した医療への貢

献（令和元年～3年）」を引き継ぎ、腎疾患政策

研究班（研究代表：柏原直樹）と日本腎臓学

会、そして特に日本腎臓病協会 CKD対策部会の

日本全国 47都道府県を網羅するネットワーク

と連携し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた

CKD対策の社会実装を推進する。具体的には各

都道府県における CKD対策を経年的にプロセ

ス・アウトカム評価し、改善点を検討して PDCA

サイクルを回し、また CKD診療連携体制の好事

例（定点観測地域など）を積極的に横展開する

ことで、全国レベルでの CKD対策を推進するこ

とを目的とする。これにより CKD重症化を予防

して新規透析導入患者数を減少させ、さらに

CKD患者（透析患者及び腎移植患者を含む）の

QOLの維持向上を図る。 

特に人材育成の柱では、 

CKD診療に長けた看護師/保健師、管理栄養士、

薬剤師等の人材を育成し、彼らの腎臓病療養指

導士の取得を促進し、CKD診療連携体制への参

画を推進する。特に専門医不在のエリアにおけ

る腎臓病療養指導士の充足を目指す。また適切

な腎代替療法選択の促進のために、腎代替療法

専門指導士制度と連携し腎臓病療養指導士の

SDMへの関わりを深める。 

 

 

Ｂ．研究方法 

全国： 

１）人材育成（腎臓病療養指導士の継続的な育

成）：第 7 回腎臓病療養指導士資格認定に向け、

認定のための講習会の実施、研修記録の評価、試

験応募および試験の実施と認定などを順次進め

る。また、2018年第 1回認定者（1年猶予者）お

よび第 2回認定者の資格更新を進める。 

２）腎臓病療養指導士の地域差是正：各都道府県

において腎臓病療養指導士の協議会（連携の会）

を組織し、その支援策について検討する。 

３）多職種連携の推進とエビデンス構築と兵十

的な教育プログラムの作成：厚生労働科学研究

腎疾患政策研究「慢性腎臓病（CKD）患者に特有

の健康課題に適合した多職種連携による生活・

食事指導等の実証研究（代表要 伸也）」（要班第

2期）においてこれを進める。また、第 1期で作

成した「CKDのための多職種連マニュアル」を作

成する。 

4)保健師によるCKD患者への生活指導、受診勧奨

を推進するため、保健師を対象としたCKD対策セ

ミナーを実施する。 

 

北北海道ブロック：北北海道ブロックにおける

腎臓病療養士の育成を目指す。 

 

南北海道ブロック：腎臓専門医の育成、腎臓病療

養指導士の数を増やす、かかりつけ医で CKD 診

療をできる医師の養成を行う。 

 

東北ブロック：各県で腎臓専門医、腎臓病療養指

導士を育成する。 

 

南関東ブロック：多職種連携セミナーや医療従事

者向け研修会を開催する。 

 

近畿ブロック：CKDの重症化予防のためには、CKD

の早期発見、早期治療が重要である。そこで、大

阪府の各市町村における特定健康診査実施率お

よび特定保健指導実施率を調査した。また、特定

健診データとレセプトデータを突合し、特定健

診で要受診と診断された府民が医療機関を受診

するまでの期間を調査した（図 1,2）。 

図 1 特定健診受診後の医療機関受診の調査 

 

図 2 調査方法 
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さらに、比較的特定保健指導に熱心な豊中市を

対象として、特定保健指導終了時点の６か月後

および終了後６か月後の体重や血圧などの推移

を調査し、特定保健指導による行動変容が維持

できているかを調査した。 
 

中国ブロック：多職種による CKD 医療連携の発

展には腎臓病療養指導士の数を増やし、また腎

臓病療養指導士でなくても、メディカルスタッ

フのレベル向上がはかる。 

 

九州・沖縄ブロック：地域における CKDの普及啓

発推進および診療連携体制構築・強化を目的と

して、腎臓病療養指導士を中心とした人材育成

を行う。また、九州・沖縄ブロックを対象とした

講演会・研究会を開催し、情報共有を行う。 

 

（倫理面への配慮） 

全国：腎臓病療養指導士名を公開するにあたり、

個人情報の管理に十分な配慮を行った。 

近畿ブロック：各臨床研究は、実施施設の倫理委

員会の承認のもとに進め、個人情報にも十分な

配慮のもとに進めている。 

その他、特に問題はない。 

 

 

C.研究結果 

全国：１）腎臓病療養指導士の継続的な育成：

2023 年 5 月 27 日東京医科歯科大学鈴木章夫記

念講堂において認定のための講習会を開催し、

現地およびオンデマンドを合せて数百名の参加

があった。認定試験には 492 名の応募があり、

2024 年 2 月 4 日に認定試験を実施、受験者 327

名中 322 名が合格となった。1～7 回合計の資格

認定者の合計は 2,726 名であるが、1～2 回認定

者の未更新による資格喪失者を除いて、現在の

資格保有者は 2,394 名となった。本年度の資格

更新は 562名（昨年は 93名）であった。 

２）腎臓病療養指導士の地域差是正：地域の実情

に見合った支援が必要なことから、各都道府県

の連携協議会の設立状況をアンケート調査した

ところ、すでに 7 府県で設立されていることが

判明、J-CKDI ブロックとの連携が取れている府

県もあった。今後は各都道府県への設立を推進

し、連携の会を中心に地域毎に活動を行い、療養

士の育成や支援を進める。 

３）多職種連携の推進とエビデンス構築：多職種

連携の多施設共同研究（全国の 24施設、3015名

が参加）により、多職種介入が CKD ステージ G3

～G5 において腎機能悪化を抑制することが明ら

かとなった（Abe M, Kaname S, Clin Exp Nephrol, 

2023, Abe M, Kaname S, Front Endocrinol 2023, 

Abe M, Kaname S, Kidney Res Clin Pract 2023）。

また、この成果を含めた多職種連携のためのマ

ニュアルを作成し（「CKD ケアのための多職種連

携マニュアル」pdf版、 要 伸也監修、全 100ペ

ージ）、これを厚労科研要班ホームページにアッ

プした。  

４）保健師による有リスク者への保健指導、早期

CKD患者への受診勧奨を推進するために、保健師

を対象とした CKD 対策セミナーを企画し、保健

師介入の重要性とその好事例を紹介した。 

 

 
 

北北海道ブロック：北北海道ブロック代表・地区

幹事と旭川市内の腎臓病療養指導士の Web 講演

会を開催し、現在の活動状況の共有、今後療養指

導士を増加させるための方策について議論した。 

 

東北ブロック：東北ブロック全体で 2022年に比

して、2023 年度は日本腎臓学会腎臓専門医が 3

名増加し、腎臓病療養指導士 13名（看護師 4名，

管理栄養士 5 名，薬剤師 4 名）が新たに誕生し

た。 

 

南関東ブロック：埼玉県では、県内で積極的に多

職種連携セミナーを開催した。 
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神奈川県では、ＣＫＤの予防や重症化防⽌、透

析導⼊の防⽌を⽬的として、特定⾮営利活動法

⼈⽇本腎臓病協会との共同で、医療従事者向け

研修会を令和５年度内に２回開催した。 

 

近畿ブロック：大阪府の各市町村における特定健

康診査実施率を調査したところ、平均 30.3%であ

り、20%～50%まで差が認められた。一方、特定保

健指導実施率については、5%～70%と特定健康診

査実施率に比べて、特定保健指導実施率に大き

な違いが認められた。興味深いことに、それらの

実施率については全く関連が認められなかった。 

また、特定健診データとレセプトデータを突合

し、特定健診で要受診と診断された府民が医療

機関を受診するまでの期間を調査したところ、

比較的受診までの期間についても市町村によっ

て開きがあり、この受診までの期間は特定保健

指導実施率との関係が認められた(図１,２)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 国保加入者の再検査率 

 

図２ 国保加入者の再検査率(HbA1C≧7.0が 100

名以上の市町村区) 

 
特定保健指導終了時点の６か月目において、

血圧や体重などは開始時に比べて改善していた

が、終了後６か月後の時点でも体重や血圧は維

持できており、特定保健指導により得られた行

動変容が維持できていることが確認できた。 

 

中国ブロック：今年度岡山県では医療従事者（看

護師／保健師、薬剤師、管理栄養士、愛育委員）

を対象とした医療従事者研修会を以下のように

開催し、医療従事者の CKD に関する医療レベル

向上を図った。 
①赤磐市 栄養改善協議会研修 
②高梁市 腹膜透析勉強会 
③総社市 愛育委員会研修会 
④矢掛町 CKD 検討会 ９月、２月の合計 2 回 
⑤倉敷市 医療従事者研修会 
⑥新見市 愛育委員会研修会 
⑦CKD オンライン研修会 7 月、11 月の合計 2
回 
⑧医療費分析研修会 6 月、2 月の合計 2 回 
参加者数は、①140 名、②30 名、③140 名、④

15 名、⑤35 名、⑥75 名、⑦のべ 177 名、⑧合

計 102 名となった。 
各研修会でのアンケート調査の結果、各研修

会参加者にとって各研修会に対する満足度は非

常に高く、ほとんどが満足した、あるいはほぼ満

足した、との回答であった。 
 
四国ブロック：高知県においては、R5年10月27日
に高知県の東部地区を対象とする研修会でCKDの
重症化予防に関する看護師さんの講演を頂き、メ
ディカルスタッフへの教育に努めた。 
 

九州・沖縄ブロック：九州・沖縄ブロックの各県

において、腎臓病療養指導士の育成が順調に行
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われ、程度にやや差はあるが数が増えている（全

体として 2022 年に比べ+30%程度、多い県では

+50%近い伸び）。2024年 3月開催のブロック研究

会では各地域の腎臓病療養指導士などから 10の

演題発表がなされ、情報共有・議論を行った。 
コロナ5類以降に伴い、対面で熊本県腎臓病療養
指導士連絡協議会定例会を開催。横のつながりを
強化するとともに、活動報告など自発的に運営い
ただいた。 
 

 

D.考察 

全国：腎臓病療養指導士の増加により、CKD療養

指導の知識・技能を有し、チーム医療を支える人

材育成が進みつつある。しかし、人数は不足して

おり、活躍の場や十分ではない。今後は、地域偏

在も考慮したさらなる育成を進めるとともに、

腎臓専門医と連動した地域活動、糖尿病療養指

導士等の他の療養士との連携を推進していく必

要がある。多職種連携のエビデンスが示された

ことにより、さらなるチーム医療の推進や診療

報酬の獲得に向けた取り組みの加速が期待され

る。 

 

北北海道ブロック：北北海道ブロックのように、

腎臓専門医が少ない地域においては、腎臓病療

養指導士の役割は大きく、腎臓病療養指導士の

活動を広く多職種に共有し、育成を促進する必

要がある。また、腎臓病療養指導士のモチベーシ

ョン維持のためにも、療養指導士間の情報交換

や活躍の場を提供していく必要がある。 

 

東北ブロック：腎臓専門医、腎臓病療養指導士と

もに資格取得者は増加したが、腎臓専門医は異

動による社会減もあり、増加幅は小さい。第 7回

腎臓病療養指導士合格者（新規）は宮城、岩手、

福島の各県のみとなっており、地域差が課題で

ある。 

 

東海ブロック：各県における医学部附属病院と関

連病院の腎臓内科を中心として、内科専攻医及

び腎臓専門医、腎臓病療養指導士の育成を個別

に行なってきた。その取り組みの一つとして、三

重県では Zoomを使用した Web会議形式にて 2回、

腎臓病療養指導士とのミーティングを開催した。 

 

近畿ブロック：特定健康診査実施率の市町村の違

いは各市町村における府民の健康に対する意識

や関心などの違いが影響していると考えられた。

一方、特定保健指導については、保健師の業務が

乳児や高齢者に重きが置かれており、成人の生

活習慣病などに対する指導に対して余裕がある

市町村と余裕がない市町村の差が表れているこ

とが分かった。また、熱心な特定保健指導により

得られた行動変容が特定保健指導終了後も維持

できていることが確認できたが、特定保健指導

実施率の市町村の違いは、特定健診後の医療機

関受診とも関係があり、CKDの早期発見、早期治

療を考えると、保健師の業務を成人の生活習慣

病対策にも重きを置くことの必要性が明らかと

なった。 

 

中国ブロック：一口に医療従事者といっても、看

護師／保健師、薬剤師、管理栄養士はそれぞれそ

の専門性が異なっている。自身の職種において、

CKD患者にできる最新の医療、あるいは、医師診

療との連携を高めるために研修機会は多ければ

多いほうがよい。人事異動などで新しく CKD 対

策に従事する人が増減するため、昨年度までに

研修会を開催した市町村においても、継続した

人材育成プログラムの運営が欠かせない。かつ、

昨年度まで開催できていなかった市町村へ新た

に研修会を開催できるよう各市町村役場へ働き

掛けていくことが、CKD対策を拡充していくため

に重要である。 

お互いの専門性を活かした効率よい医療連携

のために、お互いの職種の特徴を知ることも重

要であり、1回の研修会において様々な職種から

の講演を取り入れた。昨年度⑦CKDオンライン研

修会において、同じ内容で 2回行ったこと、1回

の研修会において、医師 2 名（保存期 CKD 管理

について、および、腎代替療法について）、薬剤

師、管理栄養士、看護師に加えてソーシャルワー

カーによる講演を加えたことで、CKDの保存期か

ら腎代替療法までの広範な CKD 対策についての

研修会を行うことができ、非常に好評であった

ため今年度も取り入れた。これもひとつの多職

種連携と言える。こうした多職種連携を継続で

きたことの利点のひとつに、今年度新設された

透析導入期における新たな保険点数加算の情報

を県内関係者へ素早く共有できたことが挙げら

れる。 

岡山県には腎臓病療養指導士が昨年度まで 66

名いた。今年度もさらに指導士の増加が達成で

きている。上記の取り組みなどを踏まえて、各エ

リアで CKD 診療のリーダーや核となるべき人材

育成が徐々に進んでいる成果の現れと考えられ

る。 

 

九州・沖縄ブロック：順調に人材育成が行われて

いると思われる。 
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E.結論 

全国：腎臓病療養指導士を中心とするCKD診療メ

ディカルスタッフの育成とその効果検証が、多

職種連携・チーム医療の強化を通して、腎臓病診

療の水準向上に寄与することが望まれる。 

 

北北海道ブロック：今後も継続して人材育成を

行い、CKD診療における診療連携体制の構築に資

するように、各地域での更なる活動の支援が重

要である 

 

東北ブロック：腎臓専門医、腎臓病療養指導士は

引き続き着実に増加しているが、引き続き地域

偏在の解消にむけた取り組みが望まれる。 

 

近畿ブロック：研究成果を通じて、わが国の CKD

診療における多職種連携の実態と課題が明らか

になり、今後のエビデンス実証研究によってそ

の有効性と効果的な運用法を示すことができる

と期待される。 

 

中国ブロック：岡山県での人材育成は確実に進ん

でいると考えられた。 

 

九州・沖縄ブロック：腎臓病療養指導士を中心に

さらに人材育成を進めることが重要である。 
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